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第7章取締役および取締役会
第1節取締役
I 権 限
取締役の権限行使は実は， 後述するように会議体としての取締役会によりな
されるものであるが， 取締役はその際通常の企業の経営活動に必要な行動をと
る権限を有している。取締役は業務執行のすべての問題について，自由に独自
の判断を下すことができる。その結果，取締役の事業運営は一部の株主の行動
によって干渉されえない（判例β4）。 同様に取締役会議前に特定の問題につい
て， ある株主とある取締役がいかなる契約を締結しでもそれは公序に反じ無効
である。取締役の自由かつ独立した行動は，少数の株主の利益とは全く区別さ
れる会社自体の最大の利益のために要求されるのである。
(34) 取締役の事業経営は一部株主の行動によって干渉されるこ とはな
L、。
CHARLESTOWN BOOT & SHOE CO. v.DUNSMORE et al 
1880, 60 N. H. 85. 
〔事実〕 原告は取締役達の慨官、行為（negligentconduct）及び株主が設置
した委員会（committee) との共同活動を拒否したという理由で， 取締役達を
訴えた。誰が事業を経営すべきかという問題が生じた。
〔判旨〕 Smith判事……制定法の規定によれば，利益配当金の支払業務は
? ?? ?
取締役が行うべきであるとされる。その制定法は「かかるすべての会社の業務
は取締役によって経営されるが，それは会社の附膚定款および投票に従わねば
ならず，取締役または会社によって正当に任命された役員および代理人の決定
権の下に行われる」と規定している。……取締役の判断ないし決定権に課せら
れる唯一の制限は，会社の附属定款および投票によって，会社が課す制限であ
る。それは会社の事業，会社の性格，範囲を定め，役員および構成員の管理規
則を明らかにし，会社事業の終7または継続を決定するのであるが，附属定款
または投票によってこのような制限が行われると，限定された会社事業は取締
役によって経営され，また取締役ないし会社によって任命された役員および代
理人によって，その決定権の下に，経営されるのである。制定法は会社に対し
取締役と他の役員との共同行為を授権しているのではなく，また取締役に対し
取締役でない者との共同行為を強制しているのでもない。彼らは会社事業の経
営には通常の注意（ordinarycare）と勤勉（diligence）を要求され，それらに
ついては責任がある。……
取締役の行為をその範囲について或いは広く或いは狭く規制することのでき
る者と共同して行為するよう取締役に強制するならば，会社業務の経営に関し
て，取締役に責任があると主張するこ とは正当でないであろう。
被告勝訴。
E 選 任
(1) 資格 取締役の資格として株主たることを要件とするか否か，すなわち
取締役資格と株主資格との関係について，制定法の態度は次のように大別され
る。
(a）先ず株主たることを要件とする州がある (Alaska, Maine, Montana, 
New Tersey, North Dakota, South Carolina, South Dakota，’Utah, Vermont, 
等〉。 このうちさらに附属定款で資格株主を定むべき旨制定法で規定している
州 （NorthDakota, Montana, South Dakota等〉， 当該会社の株主および当
該会社の株式の25%以上を保有する法人株主の株主たることを要するとする州
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(New Jersey）， 会社の株主または法人株主の代表者に限るとする州（＿Alaska〕
がある。
（防 次に基礎定款または附属定款で、別段の定がない限り，株主たることを要
件とする州がある（NewYork, New Mexico, Massachusetts等〉。
(C) また株主たる要件について，制定法の規定のない州がある （Alabama,
Arizona. Hawai, Iowa, Missouri, New Hampshire, Nevada, Ohio），等であ
る。
(d) さらに基礎定款または附属定款で別段の定がなければ株主たることを要
件としない州がある（Arkansas,Californi, Colorado, Delaware, Florida, Geo-
rgia, Illinois, Indiana, Kentucky, Lousiana, Maryland, Minnesota‘Mississi-
ppi, Nebraska, North Carolina, Oklahoma, Oregon, Pennsylvania, Phode・ 
Island, Puerto Rico, Tennesse, Texas, Virginia, West Virginia, Wisconsin 
等〉。
以上は株主資格との関係から，取締役の資格をみたのであるが，州制定法に
よっては，市民と州内居住者たることを要件とするものく例えば Missouri),
取締役会の過半数が州内居住者たることを要件とするもの C例えば Hawai),
成年者および市民たることを要件とするもの（例えば Nevada）がある。
わが商法は昭和25年の改正によって，会社は定款をもっ・てしでも，取締役が、
株主たることを要件としてはならない旨定めたが〈日商254条2項〉，取締役は
その経営能力（busineesability)［によって選任されるという傾向からみて，進
歩的規定と言えよう。
(2) 員数各州の制定法では最大限だけを定めたもの（SouthCarolina 15人
以内〉， 最大限と最小限との双方を定めたもの （NorthDakotaは3人以上15
人以内， Montanaは3人以上13人以内， Misouriは3人以上21人以内，Utah
は3人以上25人以内〉があるが， 最小限 3人以上と明定した州が大多数であ
る（日商255条参照〉。
(3) 選任の方法会社設立の際の取締役を除き，取締役は株主総会で選任さ
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れる。最初の取締役は原始定款において指名され，最初の年次株主総会で改選
されるまで在任する。原始定款で取締役を指名する必要がない場合は，定款を
州務長官に届出る前に（定款の届出がほぼわが商法における設立登記に該当す
る〉，株式引受人の総会を開いて選任するのが普通である。
取締役の選任は制定法に別段の定がなければ，出席した株主の議決権の過半
数をもって行われるく日商239条1項， 256条の2参照〉。
取締役の選任について，注目すべきことは，いわゆる累積投票 （cumulative
voting）制度である。累積投票とは株主総会における取締役の選挙に際し， 株
主がその投票を累積すなわち集中する制度をいう。具体的にいえば，同じ株主
総会でも 2人以上の取締役を選任する場合，その取締役の選任を一括して行う
とともに，各株主に 1株につき選任される取締役の数と同数の議決権を与え，
各株主がその議決権を行使するに当って，その議決権の全部をある 1人に集
中的に投票しでもよいしまたは2人以上の者に適当に集中投票しでもよいもの
で，少数派株主にもその代表者を取締役会に送り，少数派の意見を反映させる
ための制度である。アメリカにおいては普通法はこの制度を認めていないので、
あるが，大多数の州は州の憲法でこれを明定しているかくArizona,Kentucky, 
Missouri, North Dakota, Pennsylavania, South Dakota等〉 または州の会
社法でこれを明定している（Alaska,Arkansas, California, Hawaii, Knnsas, 
Michigan, Ohio, Washing-ton, Wgoming等〉。累積投票と関連して，取締役
の解任についてもその選任に際する累積投票に対応する保障規定を設けている
州も多いくCalifornia,Mic-higan, Pennsylvania, Washington，等〉。 わが国で
も昭和25年の改正商法で採用したこの制度を原則的に是認しながら〈日商256
6条の3）。例外的に定款をもってすればこれに依らざることを得るものとし（現
在実際上殆んどの会社がこの制度を定款で排除している〉， しかもかかる定款
規定を有する場合にでも，発行済株式総数の4分の1以上に当る株式を有する
株主の誇求があれば累積投票を行わねばならぬとしている（日商256条の 4)。
E終任
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(1) 終任原因 取締役は任期満了，解任，辞任，会社の解散，本人の死亡，重
罪 (felony）の確定判決等によりその地位を失う。
(a) 任期満7 取締役の任期は各州制定法， 基礎定款または附属定款によっ
て定められるが， 1年が普通でありくわが国では最長2年。日商256条参照〉，同
時に取締役は新たに選任された後任者が就職するまでその任務を継続する旨定
めるのが普通である。
取締役の任期が1年を超える場合，その最長限を法定した州制定法もある〈例
えば Missouri,Ohioは3年以内，Minnesotaは5年以内〉。
取締役数が多い場合，全取締役が一時に終任となるのを防止するため，取締
役を組（class〕に分け，毎年一定数あて終任するよう定めている州法も多い
くArkansas,C9lorado, Connecticut. Georgia, Maryland等〉。
(b）解任普通法においては，取締役は何時でも解雇されうるという単たる
被傭者と異るから， その任期満了前にたとえ株主の全員一致の議決によっても
正当の理由（sufficientcause）なくして解任されないのが原則である。 しかし
最近では株主は株主総会の決議によって，任意に取締役を解任しうると定める
州法が増加傾向にある（California,Minnesota, Okahoma, Pennsylvania, Wa-
shingtonでは過半数の通常決議， Idaho,Louisianla, Montana, Nevada, North 
Dakota, South Dakotaは%の特別決議。日商257条参照〉。
(2) 欠員を生じたる場合の処理 終任事由の発生により，制定法または基礎
定款に定められた取締役の員数を欠くに至った場合の処置としては，殆んどの
州が取締役の欠員は残留取締役が取締役会でこれを補充しうることとしている・
（日商258条参照〉。
百取締役の報酬
取締役は基礎定款，附扇定款または株主総会によって明示的に承認されるの
でなければ通常の職務を遂行することに対して，報酬 ( compensation) を受
けることができない。単なる黙示の合意による場合は，自己のなした職務の対
価を受け得ないということは伝統的に確立された慣行であり，原則である。
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これに対して，取締役の固有の職務以外の特別な事務を処理する場合に，そ
れが取締役会の要求でなされ，かつ報酬が支払わるべきであるという黙示の合
意に基くならば，明示の特約がなくともこれに対して報酬を受けることができ
る。
かように通常の職務に対する取締役の報酬は基礎定款，附属定款の規定また
は株主総会による決議に基いて正当に決定されるのであり，わが国と比較して
注目すべき点は，定款または株主総会によって報酬の決定が取締役会に授権さ
れ，しかもその授権が全面的かつ積極的であるく日商269条参照〉。
報酬決定につき取締役会に授権された場合利害関係のある取締役（interested
directors）は取締役会において自分の報酬に投票し得ない〈判例35）。 しかし
利害関係のある取締役の投票があったとしても，その決議は必ずしも無効とは
ならない。すなわちそれは不公平不合理でなければ無効とならない。もし取締
役会が当該取締役の参加なしに，後で過半数議決によってその決議を善意誠実
に追認した場合には，それは有効である。また株主総会の追認も給与または他
の報酬の額が合理的であるならば認められるし，その際その取締役は株主とし
て善意誠実に議決することを妨げない。最近，基礎定款または附属定款に別段
の定がない限り原則として取締役の報酬の決定権が取締役会にあるとしいる州
制定法もある〈例えばWisconsin）。
(35) 会社役員の報酬を決定する権限が取締役会に与えられている場合，
利害関係のある取締役は，取締役会において自分の報酬に投票し得ない。
STOIBER v. MILLER BREWING CO. 
1950, 42 N. W. 2d 144 (Wis.) 
〔事実〕 原告 MichaelT. Stoiberによる被告 MillerBrewing Company 
を相手とする訴訟である。 1947年7月1日，原告と Fredrick・C. Millerと
Lorraine J.Mulbergerは被告会社の取締役会を3人で構成した。1947年7月
22日の取締役会議において，次のようなことが処理された。 すなわち取締役
-6-
- 83 -
MillerとMulbergerの投票によって， 2人の業務執行役員の 1人である取締
役 Millerを1年間12,000ドルの俸給で10年間雇用するという決議を採択した。
しかし Millerはこの決議には投票しなかった。同様に取締役 Millerと Mui-
bergerの投票によって，共同業務執行役員である取締役 割oiberを12,000ド
／レの俸給で10年間雇用するという決議を採択した。しかし Stoiberはこの決議
において投票しなかった。 1949年2月22日の取締役会議において（原告は出席
しなかった〉， 被告会社の共同業務執行役員としての原告を解任する決議が採
択された。 1949年5月9日の取締役会議では，前述の雇傭契約を承認する1947
年7月22日の決議は相互決議であるから無効であるという理由に基いて，そ
の契約の取消として，当該解任を確認した。そこで雇用契約違反として， 損害
賠償を請求するこの訴訟が提起された。被告会社は雇用契約を承認させんとす
る当該決議は違法でかつ無効であり，被告会社は取締役会によって，前述契約
を無効にしたと主張している。
〔判旨〕 Fritz主席判事。会社の議事録からみて， Stoiberの契約を承認
する決議も， Millerの契約を承認する決議も，被告会社の3人の取締役会のう
ち，利害関係をもたない過半数によって支持されたとは思われない。 逆に彼ら
の企図した採決は相互投票（reciprocalvotes）によってなされたことは明白で
ある。．．
「会社は利害関係を有する取締役達の投票によって授権された特殊な契約に
基いて取締役達が行った行為に対しては責任を負わない。立場の異る色々の取
締役達が，役員として俸給を得，お互に俸給を増やすという共通の目的のため
に関係する場合，全員のために一つの共同決議をする代りに， 各人のために幾
つかの決議をする計画は有効とはならないであろう。相互投票はその行為をお
互いに無効にするのである」（Ballantine：会社法， 1946年版74節目O頁〉。
上記パランタイン（Ballantine）の見解は当該事件にも妥当するのである。従
って取締役の相互投票による問題の決議の採択は， 契約をなす権限を与えるこ
とを無効にしたのである。
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被告勝訴。
第2節取締役会
I 権限
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わが国における取締役会制度も，アメリカ法にならって，昭和25年改正法で
新設されたがく日商25θ条以下〉，アメリカでは，会社の正規の事業経営に関し
ては，取締役会が最高かつ固有の機関とされている。元来，普通法の原則によ
れば，会社の支配は一体として行動する株主に存するのであるが，制定法，基
礎定款または附属定款によって，この原則は変更され，会社の業務執行に関す
る全権限が株主から取締役に移り，近時の傾向は株主の支配を制限して，取締
役会の絶対権を強調する方向にある。会社運営の権限は取締役会にあり，取締
役会が会社の利益のためになると信じて，善意誠実に行動する限り，株主は取
締役会の権限に干渉する権限をもたないく判例36）。
取締役会は取締役全員をもって構成され，その会議によって業務執行に関す
る会社の意思を決定する権限を有することは， わが商法と同じである （日商
260条参照〉。これを具体的にのべると，取締役会は役員の選任，従業員の教育，
会社の営業資金の借入，手形行為，新株発行，社債発行，担保権の設定，利益
配当の宣言，その他普通法または衡平法上の訴の提起，和解等に関する権限を
有する。
(36) 会社運営の権限は取締役会にあり，取締役会が会社の利益のために
なると信じて善意誠実に行動する限り， 株主は取締役会の権限に干渉する
権限をもたない。
FINDLEY et al v. GARRETT et al. 
1952, 109 Cal.-App. 2d 166, 240 p. 2d 421. 
〔事実〕 これは原告である KennethH. Findley等が，彼ら自身や Doug-
las Aircraft Company, Inc.の他のすべての株主のために，被告 J.C. Garrett 
等に対し， 詐害や陰謀や悪意により得た秘密の利益を回復せんがための判決を
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求めて提起された訴訟である。被告勝訴の判決が下り， 原告が上訴した。
Douglas Aircraft Company, Inc. （これから Douglasという〉は飛行機を製
造し，販売すること，他の者が製造した航空機の販売代理人として行為するこ
と，航空機の製造に関して免許を受けたり免許を与えること， 及び航空機に関
する発明や特許権，商標を売却することを目的として， 1928年に設立された。
Garrett Corporation （これから Garrettという〉は航空機の部品の製造並び
に購入，航空機に関する発明，特許権の獲得およびそれらのDouglas航空会社
や他の航空会社に対する転売を目的にして， 1936年に設立された。 Garrettの
発起人，取締役および株主の大部分はまたDouglasの取締役であった。 Findley
は Garrettが獲得した特許権，免許状および部品を7,500,000ドルの利益を得
て Douglasに売ったり，貸したりしているが，それらのすべてを Douglasは直
接獲得することができたはずであり， Garrettの株主である Douglasの取締
役はDouglasに対する彼らの受信者としての義務に違反して， 彼らの個人的利
益のために，特許権等を Garrettに転用したと主張している。
記録によれば， Douglasの取締役会の構成員数は1936年から1948年までに，
13人から17人に変化していたことが明らかである。またDouglasの取締役会の
大多数が常に Garrettに関係していたのではなかったが， Douglasの全取締役
がその全任期中， Douglasと Garrettの取引や Garrettに対する Douglasの
取締役および株主の利害関係を十分知っていたことが明らかである。
1940年から1943年まで， 5人の Douglasの取締役が Garrettに関係し，1943
年から1946年まで3人だけが関係をもち， 1946年から1948年まで，2人だけが
関係をもっていた。 Garrettの株式をもち， Findleyその他が申立てた不正か
ら利益を得ている Douglasの取締役達は常に Douglasの取締役会の過半数を
構成しているのではなかった。
〔判官〕 Parker Wood判事。会社業務を経営する権限は取締役会にある。
会社に対して申立てられた不正を正す訴訟を起すことを拒絶して，取締役会が
その決定権限の範囲内で，善意誠実に行動し，訴訟を提起することを取締役会
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が拒絶することが会社の最大の利益のために良策であると信ずる場合には，株
主は訴訟を提起することにより，この決定権に干渉する権限はない。 Fornaseri
対 CosmosartRealty E Bldg. Corp.事件では「会社業務の経営における取締
役の行為は，このような行為が自由裁量的であり，善意誠実になされ，取締役
がこれらの行為を会社の最大の利益のためになると正当に信じている場合には
少数株主によって攻撃をうけない」といわれている。 McCloskey対 Snowden
事件では，この事件は株主が発起人の利益を回復するために提起した訴訟であ
るが，取締役会の構成員が9人であり，そのうちの1人が不正な利得をしたと
非難される被告であった。そしてまたその うちの3人が申立てによれば発起人
の幾人かと業務上の関係をもっていた。裁判所はそれについて「会社の経営者
による拒絶は判断の誤りではなく義務の無視であることが明らかにされねばな
らない。すなわち信託違反にいたる明白な職務上の義務の不履行であることが
明らかでなければならぬ」と判示した。 Wallace対 LincolnSavings Bank事
件は，株主が信託違反の理由で以前の取締役を訴えたものであるが，裁判所は
「非常に広範な決定権が必然的に会社の取締役にある。会社に対して予想され
るすべての不E叉は権利侵害で訴訟を提起することは，このような社団の経営
者の義務ではない。もしそうならば，第三者は事件の解決，示談又は調停が最
終的である場合に理解できないからである。……そこで訴訟が非常に絶望的で
費用がかさみ，また訴訟が不利になるので，債権者は訴訟に参加するこ とは賢
明でないように思われる。このような場合に，もしその拒絶が善意誠実である
ならば，？裁判所は閉じ訴訟原因で株主に取締役の決定権をくつがえされること
は殆んどないであろう」と判示したのである。
被告勝訴。
E 会議の種類
取締役会議（meetingof board of directors, directors' meeting）は，その
招集日が予め確定せられているか否かによって， 通常会 （regularor stated 
meeting）と特別会 （specialmeeting）との別がある。前者は制定法，基礎定
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款または附扇定款によって定められた特定の白に招集せられる会議であり，後
者は臨時に必要に応じて招集権者によって招集される会議である。
E招集
取締役会は一回として活動しなければならない以上，取締役会議 （director-
s’~eetings）を招集することが必要である。 （判例37）。
特別会議の場合，多くは基礎定款または附属定款で招集権者を社長，取締役
会長または一定数（Ohio,Washingtonでは2人以上〉の取締役と定めている
が，このような規定のない場合は，取締役会の構成員は誰でも招集権を有する
と解せられている（日商259条参照〉。そして特別会議はその性質上各取締役に
もれなく通知がなされねばならない。この点，通常会議は特に招集通知を要し
ないで招集されるとされている〈わが国でも同様にに解される〕。
取締役会議の通知状には会議の場所と日時の表示があれば足り，議題は制定
法で規定のあるものもあるがくMaryland,Missouri. ohio, Oregon, Texas, 
Wisconsin等〉一般には記載する必要はない。けだし業務執行に関する事項が
付議されることは当然予期されるべきことだからである。
会議の通知方法については，制定法，基礎定款または附属定款に規定がなけ
れば，J.jl段制限はない。書面によると口頭によると，また伝達の手段として使者
をもってすると郵送または電話をもってするとを問わない。通知は何時までに
なすべきかについても，別段の規定がなければ相当の期間（reasοnablelength 
of time）内にこれを為せば足りると解せられるく日商259条参照〉。制定法上
通知期間を会日の 1目前としている州もあるが（Kentucky等〉， 5目前とし
ているのが多いようである（Pennsylvania,West Virginia等〉。
取締役会の通知は，会議前に各取締役がこれを放棄することができる。権利
放棄書（Writtenwaiver）に署名することは，自己に対し通常の方法による通
知なしに会議を開くことを認める合意で，その取締役が通知を受取ったことを
認めたと同じことになる。
(37) 会社の行為は取締役会議を招集することによってのみ為されるのが
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原則であるが，取締役達だけが全株主である場合には，この原則は適用さ
れない。
TEMPLE ENTERPRISES v. COMBS 
1940, 164 Or. 133, 100 p. (2d) 613. 
〔事実〕 被告は Vitagraph,Inc. の映画のセーIレスマンである Melvin
Kellerとある契約を締結したが，その契約で被告はニューベノレグ（Newberg)
に映画館を建築しそれを Keller及び被告の息子が設立する予定の会社に賃貸
することに同意した。当該会社は代理人 RobertS. Farrellによって設立され，
50株の株式資本で，そのうち Farrellが2株， Kellerが24株，被告の息子が24.
株所有した。被告及び会社は賃貸借契約書に署名したが，その賃貸借契約を承
認するための正式の取締役会議（boardof directors meeting）は開かれていな
かったのである。被告はその会社に映画館を賃貸することを拒否したので，特
定震行（specificperformance）の訴が提起きれた。
〔判旨〕 Lusk判事。被告は1937年2月24日の賃貸借契約はその署名が取
締役会議で承認されなかったから，会社の行為てー はなかったと主張している。
会社の行為はこのような会社においてのみ為され得るというのが一般原則であ
るが，この原則は取締役達だけがすべての株主である場合には適用されない。
その場合，非公式にまた会議を聞かずに彼らの全員によってなされた行為は会
社の行為となる（FirstNational Bank of Burns対 Frazier事件， 143Or. 6 
62, 678, 19 p. 2d. 1091, 22 p. 2d 325 ; Vawter対 RogueRiver Valey 
Canning Co.事件， 124Or. 94, 257 p. 23, 262 p. 851；ステイウeンス，会社
法 p.555）。 Cambs, Jr.が彼の仲間の取締役があらかじめ署名した賃貸借契
約書に承諾を与えたという ことが，記録に明白に残っており，また3人の取締
役で全株式を所有していたから，それは正式な会議に提出されていなくとも，
会社を拘束するものであると言える。－
特定履行の訴訟を却下した下級裁判所の判決を破棄し，原告のために特定履
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行の判決をなすよう事件を下級裁判所に差戻すものである。
原告勝訴。
（註〕 特定履行（Specialperformance）は契約の内容たる債務を約束通りに履行するこ
とを命ずる救済方法である。英米では契約違反の場合，損害賠償が与えられるのみで
あるのが原則であるが，契約違反に対して損害賠償だけでは不十分な場合例外的にこ
の特定履行の救済が認められる。
IV 決議および議事録
取締役会議の決議は，基礎定款または附属定款に別段の定なき限り，取締役
員の過半数が出席し，その出席取締役の過半数をもって成立するのが原則であ
ることはわが国と同様である。わが国では定款でこの要件を加重することを認
。ているが（商60条の2，第1項〉，アメリカでは加重のみならず， 緩和も認わ
られる〈緩和を認める州に California,Delaware, Indiana, Kentucky等）。ま
た取締役はその個人的経営能力に基いて選任されたのであるから，各取締役は
いずれも平等に一個の議決権をもつのみであり，株主と違って他人に委任して
；議決権を代理行使させることはできない点はわが国と同様である。
普通法上の原則ではないが，取締役会議の日時，場所，招集，出席取締役の
氏名， 会議の経過等を記録した議事録の作成保管を会社に要求する州法も多く
一般会社の慣例でもある。
v 委員会および役員
会社によっては取締役数も多く，そのため取締役会議を頻繁に招集すること
は困難で，また業務も複雑で取締役会ですべての問題を判断することは不可能
であるから委員会または役員を任命して，これに取締役会が有する権限の若干
を委任することが必要となる。
委員会（committeめには問題の発生毎に設置され，解消とと もに解散され
る臨時的なものと，生産とか，販売とか経営の一部門のみの運営を担当するも
の，例えば生産委員会 （productioncommittee），販売委員会 （salescommitt-
<e〕，金融委員会 （financecommittee）等があるが， 最も普通で最も重要なの
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は執行委員会くexecutivecommittee）である。 この執行委員会は若干の常勤
取締役により構成され，制定法，定款または附属定款または取締役会の決議に
より， 取締役会議と次の取締役会議との聞において，取締役会の権限を行使す
る旨定められているのが普通である。そしてこの執行委員に選ばれた取締役に
会社の実権が掌握されることが多い。
次に取締役会の決定した政策は，会社役員 （officer）・により遂行される。役
員には社長 （president），副社長（vicc-president），総務部長（secretary），経
理部長.（treasurer）， 取締役会議長（chairmanof the board）等がある。取締
役は株主総会で選任されるのに対し，役員は取締役会で選任叉は任命されるの
が普通である。また取締役の権限は取締役会としてのみ行使できるのに対し，
各役員の権限は当該役員が単独に行使できるのである。
第3節取締役の責任
I 取締役の地位
アメリカ法では取締役の会社に対する関係は便宜上受託者 （trustees）とし
て，または代理人（agents）として取扱われている。しかし受託者が信託財
産の普通法上の権利を有するのに反し，取締役は会社財産に対して普通法上の
権利はもちろん衡平法上の権利も有しないのであ り，また取締役は通常の代理
人以上の権限をもっている。従って厳密な意味では取締役は受託者でもなく，
代理人でもなく， その両者に似ていると言うべきである。 今日では信認関係
(fiduciary relationship）を基礎とする一種特別のもの（suigeneris）として
受信者（fiduciary）として把握する考え方が採られている。
会社経営の専門化，技術化と株主の企業経営への無関心という所有と経営の1
分離現象がアメリカ会社法に反映して少なくとも経営に関しては，取締役は殆
んど無制限な権限を有するに至っているので，取締役の権限濫用の危険性も大
きいのである。従って，取締役の権限の行使，義務の行使，責任等はこの信認
関係，受信者たる地位 （fiduciarystatus）を基礎として把握されている。
E 取締役の義務
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一般に取締役が会社に対して負うべき義務としては従順，注意深きこと，忠
実の三つが挙げられる。
従順義務（dutyof abedience）は取締役会の権限の範囲内におけると同様に
会社の権能内で行動する義務である。
注意義務（dutyof diligencめは取締役がその業務執行に当り相当なる（re-
asonable），注意（care），勤勉（diligence〕，思慮（prudencめ，熟練（skill）等を払わ
なければならない義務である。もし取締役の不注意が業務上慨怠（negligence)
として宅金められる状況にある場合にはその取締役は責任を負わねばならない。
取締役の業務執行上における相当なる注意（reasonablecare〕 とは何かにつ
いては種々論議されているが，明確に規定することは困難とされ， 注意が適用
される問題に依存し，かつあらゆる観点から決すべきであるが〈判例38〕，一
応問題となった特定の場合に，その状況の下に通常人（reasonableman〕をお
いたとするならば，その通常人から期待することのできる程度の注意であると
定義することができょう。そして取締役は相当なる注意を払って，会社のため
に善意誠実に行動した場合は，判断の誤り （errorsof judgement）があっても
責任はないものとされている。取締役は複雑な業務について，全知全能の神で
はないか、ら， その行為につき判断を誤ったり，またその欠乏（wantof judge-
ment）のため，ときに誤謬に陥ることがないとはいえないのであって，取締役
の誤謬をもって，任務慨怠となすことはできないのである。
忠実義務（dutv of loyalty）とは，取締役と会社との聞で法律行為がなされ
る場合に，取締役は会社に対する自己の支配的地位を専ら会社の利益のために
行使すべきであり， いやしくも自己または第三者の利益のためにこれを濫用し
ではならない義務である。
わが商法は従来から取締役の善良なる管理者の注意義務を規定していたが
（商254条3項〉，昭和25年の改主において，アメリカ法にならって取締役の忠
実義務（商254条の2）を規定したために， この忠実義務の規定が善管義務の
ー態様にすぎないのか，または特別な内容の義務であるかについて議論が分れ
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ているが，後説が正当と考える。
なお，取締役が個々の株主や債権者に対して受信者としての義務を負うか否
かについては問題がある。伝統的には取締役は会社に対しては信認関係を保有
しているけれども，個々の株主とはかかる信認関係をもたないとされていた。
従って，取締役は株主から株式を購入し，または売却すこるとは自由で，株価
に影響を与えるような多くの情報を開示する義務はないとされていた。 しかし
非良心的な取締役が株主の犠牲において不当な利益を得る危険があるとして，
最近の判例や制定法には取締役の個々の株主に対する信認関係，受信者たる地
位を認め，取締役会に重要な情報を開示すべき義務を課す傾向にある （Kansas,
Iowa Nebraska, West Virginia等〉。また債権者に対し，受信者たる地位にあ
るか否かについても種々論議されているが，取締役と債権者との聞には信認関
係はなく ，制定法上別段の規定がなければ， 訴権原因が会社のために存在しで
も，取締役の慨怠による損失について，衡平法上の訴を提起しえないというの
が従来からの立場である。これに対して衡平法上債権者は会社の利益のために
訴権を行使しうるとする立場もあることは注目すべきである （Missouri,Missi-
:ssippi等〉。
(38) どの程度の注意が必要で、あるかは，その問題によりけりで，いかな
る場合も，あらゆる状況を考慮して決定されなければならない。
BRIGGS v. SPAULDING 
1890, 141 U. S. 132, 35 L. ed. 662. 
〔事実〕 これは FirstNational Bank of Buffaloの収益管理人が，取締役
達の過失によって銀行が蒙った損害の賠償をうけるために， Spauldingその他
の取締役に対して提起した訴訟である。損害は直接的には，銀行の支配人
(Cashier）で取締役を兼ねている Leeによる銀行資金運用の誤りに基いてい
た。 Leeは実際上，事業経営を認められ，長期間にわたって取締役達は Leeの
報告書を調べもしないで，それに署名していた。附属定款は毎月取締役会議を
- 16 -
- 73 
開催すべき旨規定していたが，取締役会議はたまにしか開かれなかった。
〔判旨〕 Fuller主席判事。……授権されていない行為によって生じた損害
に関して， 取締役が会社に対して負う責任は，権限を犯した代理人（aent）は
すべて，その本人の損害に対し責任を負うとしている普通法上の原則に基いて
いる。……
取締役がその義務を履行する際にどの程度の注意と思慮、を払うべきかについ
ては，正確に定義することは不必要であろう。どの程度の注意が要求されるか
は，その問題によりけりで，いかなる場合もあらゆる情況を考慮して決定され
ねばならないのである。
取締役は彼らが任命した代理人（彼らの代理人ではなく会社の代理人〉の誠
実〔fidelity）の保険者 (insurers）ではない。すなわち取締役はその業務を監
督する注意を怠ったとか，或いは代理人の任命に際し適当な注意を払わなかっ
たというような彼ら自身の義務慨怠によって，損害が生じたのでなければ，他
の取締役もしくは代理人の不正行為ないし怠慢により生じた損害に対して責任
があるとは言えないのである。
我々はこれらの被告は責任の対象にはならないものと考える。
被告勝訴。
ca) 銀行支配人（bankcashier）は銀行の首席業務担当役員，（chiefexecutive ofi伐の
である。金銭の賃借，債権の取立，手持手形の裏書，自行宛小切手の支払保証，他行
にある預金に対する小切手の振出等がその権限に属する。
誠実 (fidelity）の保険者（insurers）は，誠実保険 (fidelityinsurance〕において，保
険契約者の被傭者，代理人，その他信頼される地位にたつ者の誠実を保険し，上記の
者の不誠実により生じた損害を補償する者である。
E 取締役の責任
(1) 会社に対する責任
会社の取締役は会社に対する義務違反（breachof duty）または不法行為
(tort）に基き， 会社に発生する損害に対しては責任を免れない。
取締役の義務違反を具体的にみると，まず取締役が悪意または故意に権限臨
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越の契約を締結し，会社が損失をうけたときは，取締役は個人的に責任を負わ
ねばならない。取締役はその権限の範囲を輸越しない従l績の義務を負い，その
権限の範囲は基礎定款に定められた会社事業の範囲に等しいのである。
次に注目されるのは，違法な利益配当による取締役の責任である。アメリカ
では計算書類の確定と利益配当の決定は取締役会の権限とされているが，その
責任は一般に過失責任である（わが国の通説は商法266条1項 1号を無過失責
任と解する〉。 制定法上計算書類を作成した取締役が善意の場合責任を負わな
い旨規定している州も多い（λrkansas,California, Delaware, Kansas, Minn-
esota, Ohio等〉。取締役の悪意の株主に対する求償権については，これを認め
る州もあるが（California,Illinois，等，日商266条の2参照〉，統一事業会社法
では株主は取締役の返還しなかった部分について，二次的に責任を負うとして
求償権の問題をさけている。違法配当の表決に参加して， 替成Lt~取締符』士会
社に対して連帯責任を負う。
取締役の責任は原則として，その行為をなした取締役の単独責任である。し
かし他の取締役の行為に共同，同意した場合，役員等は代理人の任命において
慨怠があった場合，または違法行為を防止すべき監督義務を怠った場合には，
取締役は当該取締役または当該役員と連帯して責任を負う（判例39）。
忠実義務違反として，取締役が責任を負うべき具体的例としては，自己取引
がよる責任競業による責任，他の取締役に対する貸付の責任，営業上の機会に
よる責任等である。取締役は自己の所有する財産を会社に売却し，あるいは会
社財産を自己の固有財産として買受けるという ようないわゆる自己取引をなす
ことができる（日商266条1項 4号参照〉。この場合， 取締役は代理人と本人と
の聞の制限と同ーの制限を受ける。取締役は取締役会において，すべての契約
における彼の利害を開示し，また信認関係上，その重要な問題に関してすべて
の適切な情報を提供し，かつ取締役会の定足数と決議には彼が算入されること
なしに，独立の決議によって，この契約の締結を承認することが必要である。
もし定足数確保のために利害関係を有する取締役の出席が要求されるならば，
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その利害関係を有する事項は取扱わるべきではない。このように厳格な原則が
行われているのは，取締役が会社を犠牲にして， 彼の立場を個人的利益のため
に用いさせないようにするためである。
また取締役が自己取引による責任と同じく忠実義務違反の問題として取扱わ
れるのは，競業による責任で，取締役は競争業務に従事したというだけでは，
必ずしも責任を負わないが，会社の同意を得ないてー自己の取締役としての地位
を利用して会社に損害をかけたような場合には責任を負わねばならない く日商
266条l項 3号参照〉。
さらに取締役は会社の役員または取締役に対して，貸付をなすことに賛成投
票，またはこれに同意した場合，その返済またはこれに同意した場合，その返
済までの貸付金について，会社に対して連帯して責任を負う 〈日商266条 1項
2号参照〉。
取締役は会社の利益と抵触するような営業上の機会が，彼に与えられた場合
その機会を自己の利益のために利用することはできない〈判例40), また会社
の機密に参加することによって得た情報を自己の利益のために利用することは
できない。
なお，取締役は詐欺， 会社財産の横領，濫用のような不法行為に基いて，会
社に損害を与えた場合にも，当然責任を生ずる。
取締役の会社に対する損害賠償責任の多数決による免除は一般にみとめら砧
ておらず（日商266条4項， 5項参照〉，取締役の責任追及の方法としては，個
々の株主による独特な差止命令請求権および代表訴訟提起権という制度がある
が，これらの制度は別に株主の権利に関する章で扱っているので，ここでは省
略する。
(2) 第三者に対する責任
わが商法においては取締役の第三者に対する責任について規定する第266条
の3の性質について説が分れ，商法の認める特殊な責任であるとの説 （通説〉
と不法行為上の特別責任との説く少数説〉がある。通説は 「職務ヲ行フニ付」
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とあるのを「任務惚怠」と解し，取締役は会社に対する任務を怠ったために，
会社が損害を蒙り，その結果第三者が間接的に損害を受けた場合でも，その第
三者に対して責任を負うものと解している。
しかしアメリカ会社法では取締役が会社に対する任務を悌怠した場合，会社
がその責任を追及するのは当然であるが，会社債権者その他の第三者がその任
務i幌立によって偶々損害を蒙ったとしでも， 制定法に特別の規定または第三者
に対する詐害行為（fraud）が存在しなければ，第三者は責任を追及することを
えないのが伝統的見解である〈しかし取締役が債権者に対して受信的義務を負
う結果，債務者が会社のために訴権を行為しうるという少数の立場があること
は既述の通りである〉。 第三者に対する訴害行為があれば取締役が責任を負担
するという場合の理由は，詐害行為が第三者に対する不法行為（tort）を成立
せしめるからである。
従って，取締役がその職務を行うに当って，第三者に不法行為をなし，損害
を与えた場合には，会社が損害賠償の責任を負うのは当然であるが，その不法
行為をなした取締役も被害者に対して損害賠償の責任を負うのである。 例えば
取締役の作成した証書，もしくは目論見書または取締役のなした公告の重要な
事項については虚偽の表示があるときには，その書類に署名した取締役は，そ
の重要な事項に関する虚偽の表示を信じて，会社の債権者または株主になった
者に対して，それを信じて契約した金銭債務の支払期日が到来した場合に支払
われないときには，その金銭債務の額またはそれを信じて株式を買入れた者も
しくは株式を引受けた者の蒙った損害について，個人的に責任を負うのである
(New York, California等の制定法参照〉。また第三者所有の財産を横領した
場合，取締役は会社のためにその行為をなしたとしても，第三者に対して責任
を負うのでる。
数人の取締役が共同して，他人に損害を加えた場合には，その取締役達は連
帯責任を負う。
不法行為に参加しなかった取締役は責任を負わない。
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(39) 取締役は他の取締役または役員の違反行為を防止すべき監督義務を
怠った場合には責任がある。
EMMERT v. DRAKE 
1955, 224 F. 2d 299 
〔事実〕 R. Alrich, Jr., Roy C. Coffee, C. A. Mohrle, H. M. Osterお
よび D.U. Emmert （被告〉を相手とする LawrenceDrakeおよび Hugh
F. Walsh （原告〉による訴訟である。 Metals& Chemical Corporationの取
締役である被告達は， 1952年5月2日に 「会社の社長は会社のために 100,000・
ドルを借入れ，振出日から 6ヶ月固または6ヶ月以内の手形を発行し，年5%
の利息を支払い， 会社の株式の公募の結果会社が受取る最初の資金から支払の
準備をする権限を有するJ旨の決議をなした。会社はその決議を遂行しようと
して，その後一定額の金銭を借り入れた。借入額の支払に当てられた約束手形
(promissory notes）には「この手形は会社の株式の一般大衆への売却を通じ
て最初に受け取る財政資金の中から支払れる」 という条項があった。会社は株
式を一般大衆に売却した結果，総額221,044.20ドルを受けとった。しかし会社
はその約束手形の決済以外の会社の目的にその資金を使用した。 上述の条件か
らなる約束手形の2人の受取人（payeeのである原告達は，会社の取締役を個
々にしかも連帯にこの訴訟を提起した。
〔判旨〕 De Vane地方裁判所判事。 本件は会社のために100,000ドノレを借
入れ，そのため会社の正式の手形を発行する権限を会社の社長に与える決議を
会社の取締役達がなし， さらに上述の決議に従つで「会社の株式の公募の結果
会社が受けとった最初の資金から」これらの手形の支払準備を取締役達がした
という事件である。この事件の記録はその借入金が会社株式の公募という明白
な目的のために会社に認められ，借入れられたということを示している。
会社の手形が Drakeに交付された時，その手形には会社の株式の一般大衆
の売却を通じて，受 けとった最初の財政資金の中から支払れるというこれまで
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に引用してきた条項が記載されていた。そして原告 Drakeは社長に金銭を借
入れる権限を与える取締役会決議の写しをみて，金を貸したのである。ここで
訴えられた約束手形の条件およびこの金銭を借入れる権限を会社に与えた決議
は，会社の株式公募の結果，会社が受けとる資金の最初の収益の上に正当な先
取特権を形成せしめたのである。そして，この金がその目的のために用いられ
るということを監視することが，当該会社の取締役の義務となったのである。
取締役達は彼ら自身が会社の資金を横領したり，浪費したりはしなかったとい
うこと，または他の点でも取締役としての義務を怠っていなかったということ
を弁解することによって許されるものではない。
原告勝訴。
く40) 役員または取締役は，会社の利益と抵触するような営業上の機会が
与えられた場合，その機会を自己の利益のために利用することはできない。
MELGARD v. MOSCOW IDAHO SEED CO., INC. 
1952, 73 lda. 265, 251 P. 2d 546 
〔事実〕 これは未払賃銀のために振出され，満期が到来した約束手形に関
しー，原告 W.R. Melgardが被告 MoscowIdaho Seed Company, Inc.に対し
て提起した訴訟である。 MoscowIdaho Seed Company, Inc.は会社の取締役
および経営者としτの義務違反を理由に損害賠償の反訴をした。裁判は反訴に
関して行われたが，MoscowIdaho Seed Company勝訴の判決が下り， Melg-
:a rdは上訴した。
Melgardは MoscowIdaho Seed Company 〈これから SeedCompanyとい
う〉の経営者であり，取締役であった。会社は穀物，いんげん豆，えんどう豆
れんず豆等を売買していた。 1947年10月に陸軍省のえんどう豆の購入を予想し
て，Melgardは豆購入の交渉を開始した。1947年10月24日に，Melgardは.Seed
、Companyの名を使って， American Fruit Growers, Inc.左100ポンドにつき
る.85ドノレで豆 2,000,000ホ。ンド契約した。 American .Fruit Growers, Inc.は
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Seed Companyに対して，その販売を正式に承諾した。 10月のある日， Melgard'
とMcCowanは NorthIdaho Brokerage Company という営利組合 （partne-
rship）を設立した。そして陸軍省の購入を予想して， えんどう豆を買い始め
た。 1947年10月31日， Melgardは AmericanFruit Growers, Inc.に対し，販
売の承諾を SeedCompanyから NorthIdaho Brokerage Companyに変更す
るよう要求した。 Melgardは SeedCompanyに対する承諾書を American
Fruit Growers, Inc.に返却し， AmericanFruit Growers, Inc.は販売承諾書
を NorthIdaho Broberage Companyに送附した。 Melgardは32,150ド／レの
利益をえて，陸軍省にえんどう豆を売却した。 SeedCompanyはこの利益を理
由に， Melgardに対する損害賠償の反訴をした。
〔判官1 Ta~lor 判事。 我々には記録の謄本（transcript〕を調べて，その‘
証拠は十分事実審裁判所（trialcourt） の事実認定を支持するものであり，ま
た為された判決を支持するものと決定する。
「役員および取締役は会社に対して，信任関係（fiduciaryrelation）に立つ
ものと考えられ，善意誠実に，また通常の分別ある人が同じ立場で同じ条件のI
下で行使する勤勉さ（diligence）と注意（care）と熟練（skil）とをもって，
各自の地位の義務を逐行すべきであると考えられている。」 このような Seed
Companyの受信者として，取締役として，また総務部長として，自分の時間，
熟練，知識および判断を会社の繁栄のために捧げることが， Melgardの義務で
あったし，また会社の利益に反して，個人的利益になるような仕事や活動，ま
たは取引を避けるのが彼の義務であったのである。
r・h ・－－役員もしくは取締役の私欲が会社の利益と抵触するような営業の機会
が役員もしくは取締役に与えられるならば，法は彼に自己のためにその機会を
利用することを認めない。そしてもしこのような状況の下で，会社の利益が侵
害されるならば， 会社は自らのためにすべての取引上の利益を請求することが
できるし，法はこのようにして獲得された財産や利益を会社のための信託財産
であるとみなしている」。
- 23ー
「要するに，会社の役員または取締役には，会社に対して忠実義務 (loyalty)
を提供することが要請される。すなわちもし彼に営業上の機会が与えられ，そ
の機会が自己の活動の範囲内で，会社に対して顕在的または潜在的に利益とな
る範囲内のものならば，法は彼個人のためにその機会を利用することを許さな
い。もし彼がその機会を利用するならば，会社は取引上のすべての利益を請求
できる」。
この事実認定は記録によって認められており， Seed Companyは会社名で
American Fruit Growners, Inc.と始めた取引によって与えられた機会を利用
することができたという結論を正当化し，またその取引を会社のために行うこ
とが Melgardの義務となったという結論を正当化している。 SeedCompany 
がその機会を利用できなかったし，また利用することを欲しなかったというこ
とを示す何らの証拠も，Melgardは提出しなかったのである。
被告勝訴。
一、24ー
